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高水準維持 １０月の最低賃金も昨年並みか 
 

連合が６月３日発表した 2026 年春闘

の最終集計結果によると、基本給を底上げ

するベースアップに定期昇給を合わせた賃

上げ率の加重平均は 5.01％（月額 1 万

6,400 円）。前年の 5.25％を下回った

が、「5％以上」の目標を達成し、3 年連

続で高水準の賃上げを維持しています。 

 

最低賃金議論 スタート 

組合員 300 人未満の中小組合では、

4.69％（月額 1 万 2,866 円）と前年よ

り 0.04 ポイント増。雇用の 7 割を占める

中小でも、人手不足を背景に、交通運輸や

商業流通を中心に賃上げが広がっていま

す。 

連合は、全体で 3 年連続の 5％超えを

「賃上げが当たり前の社会に向け、さらに

前進する結果だった」と評価する一方、今

春闘での中小の賃上げ目標を「6％以上」

としており、大企業との賃金格差の是正は

今後も大きな課題となっているとしていま

す。 

業種別の賃上げ率は、製造業が 5.24％

情報・出版が 5.85％で、前年に引き続き

5％台を維持。商業・流通は 4.60％、交

通運輸は 4.13％、サービス・ホテルは

4.0％でした。 

10 月の最低賃金決定に向けた論議が開

始され、昨年に続き上げ幅が注目されてい

ます。 
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中途採用者の採用に関し、本人の承諾なしに、履歴書に記入された

経歴についてについて調査（バックグラウンドチェック）することは

可能ですか？ 

 

◆本人の同意が必要 

本人の個人情報やプライバシーに関する

ため、本人の同意書がなければ個人情報保

護法違反に該当するリスクがあります。 

また、本人の同意書面がなく、過去の勤

務先に照会しても、照会先からも具体的な

回答を得ることができないことが通例であ

ることから、本人の同意を得たうえで行う

べきです。 

 

◆バックグラウンドチェックとは 

バックグラウンドチェックとは、一般的

に採用候補者の申告内容に詐称がないかど

うかを調査することをいいます。重要な申

告内容や経歴詐称等がある場合、解雇や懲

戒の有効性が肯定されるごとが多く、問題

社員の入社を防止する方法として、バック

グラウンドチェックは、非常に有効な手段

になります。 

 

◆実務的対応の方針 

実務的には、本人から、バックグラウン

ドチェックを行うことの同意を取得したう

えで、履歴書や職務経歴書に記載された過

去の勤務先に対し、照会を行うことになり

ます。 

 バックグラウンドチェックの結果、採用

において重視した項目について詐称がある

場合は、内定取り消しや解雇の有効性は肯

定されますが、採用上重視したと評価でき

ない軽微な事項や不告知があったとして

も、重要な経歴詐称と評価できず、採用内

定取消や解雇の有効性は否定されます。 

本人が申告する過去と勤務先の職務内容

や職歴等に疑念がある場合や、入社後の問

題を起こす可能性のある人物でないかどう

か確認する必要性が高い場合（例えば、経

営幹部候補として採用する場合等）過去の

勤務先へのバックグラウンドチェックを行

うことが推奨されます。 

 

 

同意書 例文 

 

〇〇株式会社 御中 

 

私は、貴社が下記照会先に対して、在籍

期間、業務内容、私の技術やスキルの内容

役職、勤怠状況、人事考課、賞罰の有無等

の標準的な経歴調査を行うことについて同

意し、協力します。 

 

照会先  ★★株式会社 

     ▲▲株式会社 ※ 

 

年月日 2026 年  月  日 

住所  〇〇県〇〇市〇〇 

氏名   甲乙 太郎  印 

 

※ 照会先は履歴書等記載の過去勤務先 

採用時の経歴調査は可能ですか？ 
経営幹部候補などの採用に有効手段 
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雇用保険の被保険者となる外国人を雇用し、

以下の措置を導入するごとに 20 万円（上限 80

万円）支給されます。 

 

期間（３カ月以上１年以内）を定めて計画を

作成、労働局へ提出し、認定を受けた後に下記

の措置（必須メニューに加え、選択メニュー①

～③のいずれか）を実施して、支給申請を行い

ます。 

 

・雇用労務責任者の選任…事業所ごとに選任

し、外国人労働者への周知と１回以上の面談

を実施する。 

・就業規則等の多言語化…就業規則、労働協

約、労働条件通知書、雇用契約書のいずれか

を多言語化し、外国人労働者に周知する。 

 

 

【選択メニュー】 

①苦情・相談体制の整備…外国人労働者の母国

語または使用するその他の言語により苦情・相

談に応じる体制を新たに定める。 

②一時帰国のための休暇制度…希望した場合に

必要な有給休暇を取得できる制度を新たに定

め、１年間に１回以上、連続５日以上の有給休

暇を取得させる。 

③社内マニュアル・標識類等の多言語化…社内

マニュアル等を新たに多言語化し、外国人労働

者に周知する。 

 

その他、外国人雇用状況届出を適正に届け出

ていることや、外国人労働者離職率が 15％以下

であることなどの要件があります。 

厚生労働省ホームページでは、外国人労働者

の雇用管理や労務管理に使える各種資料、モデ

ル就業規則やさしい日本語版等が紹介されてい

るので、参考にするとよいでしょう。 

 

定年を 70 歳以上に引き上げ、又は定年制の廃止、若しくは定年年齢を据え置

き、継続雇用年齢を 70 歳以上に引き上げる場合、助成金が支給されます。 

外国人のいる職場への助成金 

外国人労働者就労環境整備コース 

65 歳超雇用推進助成金の案内 

定年60歳、継続雇用65歳で

60歳以上65歳未満従業員数
1～3名 4～6名

定年を70歳以上に引上げ 45万円 70万円

定年廃止 60万円 120万円

継続雇用年齢を

70歳以上に引上げ
40万円 65万円

定年65歳、継続雇用70歳で定年前から1年以上勤務する60歳

から69歳の雇用保険被保険者がいる場合も対象となります。

定年を70歳以上に引き上げる場合や
定年制を廃止する場合、70歳以上への継続雇用の場合
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●自立生活に必要な時給は 1700 円～1900

円 

全労連は 7 月６日、「最低生計費試算調査」

の結果を発表した。若者が自立し人間らしい

生活を送るために必要な最低生計費を、時給

換算で 1,700〜1,900 円と推計した。都市部

は家賃が高く、地方は自動車関連費用がかか

るため、住居費や交通費を含めた総生計費に

大きな地域差はないとしている。 

 

●助成金増額で介護休暇の有給導入を支援 

厚労省は 2026 年度から、両立支援等助成

金介護離職防止支援コースで「介護休暇制度

有給化支援」を新設し、１人 10 時間以上の

取得実績があった中小企業に 30 万円（10 日

以上の有給休暇を付与する場合 50 万円）を

支給している。原則無給の介護休暇を有給に

している企業は３割程度であるため、有給導

入企業の拡大に向け、中小企業事業主による

仕事と介護の両立支援を後押しする。（7/3） 

 

●建設業の退職金、建退共利回り引上げ 

厚生労働省は 6 月 30 日、労働政策審議会

の部会で建設業の退職金（建設業退職金共済

制度）の予定運用利回りを、現行の 1.3%から

1.5％に引き上げる中小企業退職金共済法施行

令の改正に関する諮問の答申を受け取った。

引上げにより、掛金の納付年数が 30 年の場

合は退職金が約 10 万円、40 年の場合は約

20 万円増額すると想定。近く閣議決定し、

10 月より施行する。 

 

●学童保育「育休で退所」見直しを要請 

黄川田少子化相は 6 月 30 日、学童保育

（放課後児童クラブ）において、主要都市の

６割弱が育児休業世帯の児童を退所させる運

用をしていた件について、全国の自治体に対

し、29 日付で家庭や子どもの事情等に配慮し

て受入れを検討するよう、一律の退所ルール

見直しを求めたことを明らかにした。また、

自治体とともに受入れ枠の拡大を図っていく

考えを示した。 

 

●最低賃金新方針 発効遅れに理由明示要求 

厚生労働省は、最低賃金の発効日について

新たな方針を 6 月 23 日の中央最低賃金審議

会で示した。現行法は各都道府県での金額決

定の官報公示から 30 日後の適用を定めるほ

か、30 日を超えて別途日付を指定することも

できる。新方針は、この 30 日を超えて日付

を定める場合に、各県の審議会に理由を明ら

かにするよう求める。昨年度は６県で発効日

が年をまたいたため、同省は、早期の賃上げ

を促進する必要があると判断した。また、引

上げ額に関しても法定３要素のデータを総合

的に考慮して地域別最低賃金額を決定すべき

で、目安額に大幅な上乗せをするのであれ

ば、理由を明らかにすべきとの見解を示し

た。 

 

●５月の企業物価指数、前年比６.３％上昇 

日本銀行は 6 月 10 日、企業物価指数

（2026 年５月速報）を公表した。国内企業

物価指数は 134.5 で、前年同月比で 6.3％、

前月比 0.9％の上昇。前年同月比での上昇を

製品別でみると「非鉄金属」が 42.2％で最

高、「スクラップ類」33.9％、「石油・石炭製

品」13.8％などが続く。輸入物価指数（ドル

などの契約通貨ベース）は、前年比 15.5％、

前月比 3.0％、いずれも上昇。円ベースでは

同 25.5％、同 2.7％上昇した。 

 


